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Ⅰ.はじめに 
1. 研究の概要と論文構成 
 筆者の在籍する尾道造酢株式会社（以下、自社と略す）がある広島県尾道市（以下、地
域と略す）において、地方都市とそこに存続する中小企業が今後生き残っていくためにど
うすればよいのか、現在進行中の尾道地域ブランドプロジェクト1に焦点をおき、メンバー
である筆者がその意義を明らかにし、それに関わる人と地域が今後発展し活性化していく
プロセスを本研究により明らかにする。 
本論文の構成は以下の通りである。 
Ⅰでは、論文の概要と構成及び、自社と地域の概要を提示した。 
Ⅱでは、研究への経緯及び目的を提示した。 
Ⅲでは、自社を取り巻く市場環境とあるべき地域ブランドを明確にするため、先行研究
および研究者へのインタビューを行った。そして地域ブランドに関わる人々のモチベーシ
ョンについて理解し、本研究の課題を明確にした。 
Ⅳでは、実際に実施された他の地域ブランドの事例を文献と当事者へのインタビューに
より研究し、本研究の仮説の設定を導いた。 
Ⅴでは、先行研究と事例研究により明らかになったことをまとめた。 
Ⅵでは、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴによって導かれた本研究の仮説を明らかにした。 
Ⅶでは、実際に進行中の尾道地域ブランドプロジェクトを本研究の論理に基づき推進し、
その構築プロセスを明らかにした。また、プロジェクトに関わる人々へのインタビュー調
査、自社従業員へのアンケート調査により地域ブランドに関わることへのモチベーション
の変化を明らかにした。 
Ⅷでは、本研究から得られた今後の研究課題と、推進中の尾道地域ブランドプロジェク
トへの提言を提示し本論文を締めくくる。 
 
2. 自社と地域の概要 
 自社は創業 1582年で、400年以上地域において酢造りを継承してきている。尾道の酢は、
日本で二番目に古い醸造の歴史を持っているといわれている。また、江戸時代中期には、
製造業者もかなりの数が存在し、評判の高かった尾道米酢を各地に販売していた。尾道は
気候や水の状態が良く、酢造りに適していたため酢産業が盛んであった。米酢で高級品と
                                                 
1 まずは、尾道の産品を利用し地域ブランド構築を実施するというプロジェクトである。 
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されていた伝統的な尾道酢は、1661 年から 1672 年に開通した西回り航路によって運ばれ
た秋田米が使用された。大正期に尾道に住んでいた志賀直哉の名作「暗夜行路」にも尾道
が酢の町であることが記述されている（巻末資料 1.2.3 参照）。1918 年の会社設立時の十一
代目当为以降は、特殊な形での番頭経営2（巻末資料 4 参照）が現在も継続されている。そ
して昭和に入ってからは为に西洋酢の開発に伴う製法特許を２種類取得し、キユーピーマ
ヨネーズの原料酢に採用されるなど、いわゆる業界でのイノベーションもおこしながら成
長を遂げてきたが、現在は蓄積された伝統や暗黙知を活用できず、次へのステップを模索
中である。 
 尾道地域は、広島県の瀬戸内東部にある人口 15 万人の小さな地方都市である。産業とし
ては造船により発展を遂げたが、現在は、気候風土と歴史的な街並みなど観光資源をクロ
ーズアップさせ地域活性を実施しようとしている。しかし実態は、農業、漁業の活性化に
より地域の発展を目指そうとしている（巻末資料 5，6 参照）。 
 
Ⅱ.問題意識  
1. 研究の背景 
筆者が事業を継承し、ほぼ 10 年を経過しようとしていた 2007 年頃、継承時の目標であ
った一般小売商品の拡大と業務用顧客専用商品の拡大という流通出身である筆者の経験を
生かした施策もほぼ軌道にのり、売上高も継承時の約 3 倍程度になろうとしていた。 
しかしながらただ前だけ（事業拡大）を見て進んで来たことが正しかったのか、他にも
っと重要な事を見逃していなかったのか、これから先はどう進めば良いのか適切な相談者
もなく模索の毎日を過ごしていた。 
その折に関学の IBA の存在を知ることになり 2008 年に入学した。受講者のバイタリテ
ィーと向上意欲に強く感銘を受けた。世代、業種はもちろんのこと特に自分より若い世代
の向上意欲に後押しされ、自分自身の勉学意欲も増進された。 
一年間、基本的な論理やフレームワークなど経営やマーケティングについて学問として
のあるべき形を学び、自社が今後とっていかなければならない道を見つけ出す事を目的と
して日々業務の遂行と勉学に努めた。 
                                                 
2 江戸期の商家では名目上家督を相続する当为には、経営能力は必要とされず为人に業績と
人柄を認められた者が番頭に抜擢され経営を行った。所有と経営を分離し事実上の経営を
番頭が行う事業システムである。(加護野,2004) 
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2. 研究の目的 
尐子高齢化が進んでいる中で、自社においても新規の定期採用も近来なく高齢化が全部
門で進んでいる。熟練者や勤続年数の長い者が多く、業務のマンネリ化が温床となり、積
極的な業務参加や後進への指導、育成が確立されていない。このような自社の状況を改善
していくためには、第一に従業員のモチベーションを向上させ、人材の育成と有能な人材
の確保を実施しなければならないのではないか。そのためには 人を活性化するこができる
事業システム造りを実施する必要があるに違いない。  
現在の自社を取り巻く市場環境をみても、イオンとセブン＆アイの新２強時代に見られ
るように、小売の集中が日々加速している。その中で競争のツールとしてプライベートブ
ランド（以下、ＰＢ3と略す）戦略が注目されている。最近の例では、サントリーが第三の
ビールで上記 2 社にＰＢの供給を開始した。 
世界に目を向けると、ＰＢシェアトップ 10 位以内のうちアメリカ(10 位)を除いた 9 カ国
は、小売業者の密集度の世界平均は 60%をこえ、世界の平均ＰＢシェアは、17%以上を維
持している4。しかし、日本のＰＢシェアはわずか４%にすぎず、小売業者の密集度も約 12%
と低い。 
世界市場における小売業者の密集度とＰＢシェアの関係を見ると、小売業者の密集度が
低い場合はＰＢシェアも低く、密集度が高い場合はＰＢシェアも高くなる傾向があること
から、小売業者の密集度とＰＢシェアには正の相関関係が認められる（巻末資料 7 参照）。
今後、日本において更に小売の集中が高まりＰＢシェアが高くなれば大手メーカーのナシ
ョナルブランド（以下、ＮＢと略す）ですらかなりの影響を受けていくと考えられる。 
中小企業である自社にとって、自力で対抗すべく新しいＮＢをタイムリーに市場に送り
込むことは不可能である。又、大手小売のＰＢを担当することもコストや現状の設備では
不可能である。市場で生き残るためには、自社の強み弱みを再認識する必要がある。そこ
で、ポーターのファイブフォース分析（巻末資料 8 参照）を行った結果、現状の弱点を強
化すべく、自社において更に差別化集中戦略の推進を実施し、今後の方向として地域特性
                                                 
3ＰＢとは次の３つの分類がある。 
① 流通業者（卸・小売業者）が独自に生産し独自のネーミングを付けて管理する商品群。 
② NBと同等の品質と機能を保持し、価格で 2-3割安く価格面で優位性を持つ商品群。 
③ 生産はメーカーへ委託され、企画や開発は小売とメーカーが共同で行う商品群。 
4 Private Label 11-12,2005 AC Nielsen International Report 
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を生かしたブランド戦略を基軸にとるべきであると考えた。 
地域に目を向けると、世界的な景気後退後、自治体の首長たちは「地域分権」を叫び、
地域におけるブランド化を推進している。しかし、今後は農産物や工芸品に留まらず、歴
史や文化そのもののブランド化も必要となってくるのではないだろうか。こうした地域ブ
ランドが新しいチャネルを構築し、ひいては多様な人材の活性化に繋がる。まち興しとし
ての地域ブランドの成功が地域の活性化と地域企業の生き残りを推進していく施策となり
得る。 
このような考えの下で、筆者は 400 年以上も事業継続している自社の歴史的事実をクロ
ーズアップすることにより、地域連携の中で尾道の「酢」のブランド力を高めながら自社
の人と組織を活性化していけるのではないかと強く感じた。そこで、実際に地域ブランド
構築のプロジェクトを推進しながら本研究で実証したい。 
 
Ⅲ.先行研究レビュー 
1. 地域ブランドマネジメント 
（1）地域ブランドの定義 
 地域ブランドとは何か。若林（2006）の定義によると、 
その地域が独自に持つ歴史や文化、自然、産業、生活、人のコミュニティといった地
域資産を様々な場を通して精神的な価値へと結びつけることで、「買いたい」「訪れた
い」「交流したい」「住みたい」を誘発するまち  
であり、地域ブランドの構築とは、こうした地域の有形無形の資産を図ることである。本
稿では以上の定義を採用したい。 
この定義は、経済産業省がいう地域ブランドの概念、「地域ブランド化とは、地域発の
商品・サービスのブランド化と、地域イメージのブランド化を結び付け、好循環を生み出
し、地域外の資金・人材を呼び込むという持続的な地域経済の活性化を図ること」（図 3-1
参照）にもあてはめることができる。 
図 3-1 地域ブランドの概念図 
 
出典：経済産業省（2005）1頁 
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 定義に基づく地域ブランド化を考えると、図 3-2の通り、まず地域資産を洗い出し、い
つ、どこで、誰に、何を、どうしたいのかというマーケティングの原則に基づき地域ブラ
ンド化を推進していくことが必要とされる。 
図 3-2 地域ブランド化のコンセプト 
   
                 出典：地域ブランド総合研究所（2005） 
 
（2）地域ブランドの分類  
地域ブランドの特性は、まず企業ブランドと比較するとわかりやすい（表 3-1 参照）。 
 
表 3-1 企業ブランドと地域ブランドの比較 
 企業ブランド 地域ブランド 
为 体 明  確 あいまい 
組 織 システム型 ネットワーク型 
意志決定 トップダウン 合意形成 
顧 客 STP5 多  様 
選択と集中 容  易 困  難 
                    出典：中嶋（2008）45 頁 表 1 
 
地域ブランドの特徴は、単なる商品販売に留まらず、地域の認知度や好感度アップに
                                                 
5 Segmentation、Targeting、Positioning の略で顧客の絞込である。 
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繋がるような工夫が必要なことである。企業が明確な組織構造を持つのに対して、地域は
コミュニティであり、人々や組織体の場合ネットワークとして構成される。利害関係が複
雑に交錯する為、意見調整や顧客の絞り込み等は至難の業であり、地域ブランド独自の理
論と方法の開発が必要である。 
 また、地域ブランドはその特性に基づき大きく二つに分類できる（中嶋,2005）。ひとつ
は地域の特産品に地域名を冠する場合であり、プレイスプロダクトのブランド化である。
代表事例は、夕張メロン、馬路村などがある。もう一つは、地域全体を統一的コンセプト
によりくくる場合で、地域独自の本質的な価値のブランド化である。代表事例は、青森県、
仙台市などがある。それぞれのメリット、デメリットは次の表 3-2 の通りである。 
 
表 3-2 ２つのブランド化のメリットとデメリット 
 プレイスプロダクトのブランド化 地域全体のブランド化 
 
メリット 
・単品によるブランディングの為、戦略策 
定が容易  
・地域とある産品とのブランディングであ 
る為、イメージ構築が容易  
・地域の様々なものを内包してブランド化を 
図る為、地域全体の底上げが可能  
・地域のアイデンティティの確立ができる  
 
 
デメリット 
・地域に複数の有力なプレイスプロダクト 
がある場合、相互の利害対立が発生  
・固定化されたイメージが地域に付着する 
ので、拡張性に乏しい  
・戦略立案が困難  
・地域全体といいながらも選択と集中が必要
であり、意志決定に時間を要す  
 
               出典：中嶋（2005）76 頁～78 頁を基に筆者作成 
 
以上より、これら両方のブランド化をうまく推進させることにより、商品と地域の両方
の評価を高くしていくことができると考えられる。地域ブランドが高まれば、その地域名
を付けた商品の売れ行きに結び付くに違いない。そして、田中（2008）が指摘するように、
その地域の雇用を促進し、地域イメージがよくなり、観光などへの相乗効果が生まれ、地
域を豊かにする。こうした好循環を生み出させるためにも両方をより把握しブランド化を
推進していかなければならない。  
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2. 地域ブランド構築に関わる人々のモチベーションについて 
地域ブランドの構築と関わる人々のモチベーションの関係はどうなるのだろう。横山
（2006）は従業員の創造性発揮について次のように述べている。 
企業の創造性とは、アイデンティティと秩序パラメーターと情報によって従業員が創
造性を発揮しこれが企業に波及することである。その為企業はアイデンティティによ
り創造的組織力の場を形成し、戦略などのパラメーターを与え、知識や情報を従業員
に提供することが求められる。これらは従業員に創造力をもたらす条件となると考え
られる。  
これを地域ブランド構築にあてはめると、自社も含め地域で様々な「場」6が形成され、
その「場」に携わる人々に与えられたアイデンティティにより創造力が発揮され、人々の
モチベーションが変化し目標達成意欲が増進されていくと考えられる。 
 
Ⅳ.事例研究 
では実際にどのような地域ブランドがあるのだろうか。本章では４つの事例を取り上げ、
その概要を文献や関係者へのインタビューによって明らかにする。 
1. 宮崎県のケース 
宮崎県は尐子高齢化、過疎化といった問題が深刻化。特に他と比べて進行度が高いと言
われている。1960 年代には「ハネムーンといえば宮崎」と言われ南国＝宮崎といったブラ
ンドイメージを確立し、宮崎交通を中心に観光ビジネスにより発展した。しかし生活者の
ライフスタイルが成熟化し、海外旅行の多様化や沖縄文化見直しによる沖縄観光の再活性
化等により観光地としての宮崎県の存在感が低下していった。過去のブランドイメージを
引きずって「シーガイア7」がオープンしたが、経営状況は思わしくなく、宮崎観光の象徴
的な存在であった宮崎交通の経営状況も悪化していった。このような状況下において再活
性化のために実施したことは、実際に調査をされた関西学院大学商学部 和田充夫教授8に
よると、まず宮崎県の歴史的資産へ注目したことである。宮崎県には、日本の起源といわ
                                                 
6 地域ブランド構築のために形成されるバーチャル組織である（金井,2009）。 
7 当初、宮崎県や宮崎市が出資する第三セクターとして設立されたリゾート施設。当初 680
億円を予定していた建設費用が 2,000億円にまで膨れ上がったうえ、利用客数の低迷もあ
いまって、毎年 200億前後の赤字が発生した。2001年 2月に、第 3セクターとしては過去
最大の負債 3,261億円で会社更生法の適用を申請した後、リップルウッド・ホールディン
グスが買収した。 
8 2009 年 10 月 14 日約 1 時間、関西学院大学上ヶ原キャンパスにてヒアリングを行った。 
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れる「日向
ひ む か
神話」をはじめ、神話に関する資産が多く存在している。しかし神話は、県全
体に散らばっており、言い伝えが多くしっかりとした記録や資料がないため、扱いが難し
いと言われていた。これまでも神話を活用して観光の活性化を試みることはあったが、う
まくいかなかったケースが多く、「神話は成功しない」という定説があったという。 
しかし、1999 年に宮崎県北部の山林エリアに道路を開通させる計画が持ち上がったとき
に、改めて神話に注目することになった。その道路の中に日向神話の重要な舞台である高
千穂町が含まれていたからである。それを機に高千穂町を基点にして、宮崎県に多く点在
する神話の地を道路で結んでいこうとする構想「神話・伝説プロジェクト」が立ち上げら
れた。県庁の担当者は、日本の起源に関する豊かな神話が点在することを改めて認識し「そ
うか、宮崎は日本のふるさとなんだ」と考えるに至り「日本のふるさと、宮崎」といった
コンセプトが生み出されていった。神話を結ぶ街道は住民からの公募によって「ひむか神
話街道」と名付けられた。コンセプトを具現化していくためには、各地域にある神話に関
する情報を再編集していくという膨大な作業が必要となる。この作業は県庁为導のもと約
２年かけて各市町村が分担して行った。自治体職員と住民ボランティアの協力による共同
作業として行われた。住民のプロジェクトへの参加意欲は高く、勉強会などが自为的に開
催されたり、次世代の人々へと継承していく仕組みもつくられていき、住民の地域に対す
る思いや誇りが高まっていったという。このような活動によって、膨大な情報が集められ、
それらの情報が再編集され住民の思いが詰まったパンフレットにまとめられ、道には標識
が設置され、ロゴなどのシンボルによってデザイン的にも統一されていった。2005 年時点
では目覚ましい効果は見られないが、神話に対する問い合わせは増え、歴史に興味を持つ
中高年の来訪も増えているという。 
しかし現在、新知事の誕生によって思わぬ展開となり宮崎県は全国の注目を浴びるよう
になり、宮崎県の産物による物販先行となっている。今後このことをうまく活用して、住
民が中心になって洗い出された歴史的資産による地域全体のブランド化「ひむか神話街道」
と、新知事より全国に発信された数多くの宮崎産ブランドの、いわゆるプレイスプロダク
トのブランド化を融合させることができれば、若林（2006）の定義に基づく「買いたい」「訪
れたい」「交流したい」「住みたい」まちを誘発するまちづくりが実現可能になり、住民が
地域ブランド構築に参加することによりモチベーションを向上させていけるだろう。だが
一方で、新知事登場によるお祭り騒ぎの中で、住民さえも本来のコンセプトを忘れかけよ
うとしている面があったり、また他地域からの便乗商法も目立ち、継続性という意味では 
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懸念が残るケースでもある（巻末資料 9 参照）。 
 
2. 三重県伊賀市のケース 
元々「養豚と米のまち」として知られていた伊賀市阿山町において地域活性の為、農協
職員の木村氏がキー・パーソンとなり、「伊賀豚」のブランド化に取り組んでいた。豚に特
徴をつけなければならないということで豚に酢を飲ませたり、ハム工房を開設し伊賀豚を
ただスーパーに卸すだけではなく、ハムをつくり付加価値を高めていった。このように木
村氏の活動は、伊賀の資産である「養豚」を元にした「伊賀豚ブランド」の開発からスタ
ートした。次に、伊賀豚を使ったモノづくりだけではなく現代の「食」や「農業」に対す
る問題意識9に目を向け、加工から販売を農業と捉え、生活者の顔が見える農業を実践し、
その結果として多くの若者が農業に生き甲斐を持ち、農業で食べていける環境を整えるこ
とが必要だと考えた。その思いから「顔が見える農業」というコンセプトが生まれ、「ロマ
ンと夢のある 21 世紀型農業」というスローガンにより生み出された、1995 年に木村氏が
独立し代表となり開園した「伊賀の里 モクモク手づくりファーム」が伊賀ブランドの活
性化に大きく貢献し、人口 8000人の町に年間 50万人の人々が集まるようになった。「いま、
モクモクの従業員数は 300 人にも達しました。そしてその平均年齢は２８歳です。農産物
をつくるだけではなりたってはいかない。加工・販売までを農業としてとらえることで、
多くの若者たちが農業でめしを食っていける環境を整えること」（モクモクファーム木村修
代表）という考えが伊賀に人々を集め、人とのふれあいや夢の実現といった体験価値を生
み出し、若林（2006）の定義に基づく「滞在したいまち」から「やがては住みたいまち」
へと人口増加に成功した事例である（巻末資料 10 参照）。 
 
3. 三重県伊勢市のケース 
伊勢神宮の内宮へと通じる参道「おはらい町」と呼ばれる門前町があった。日本人の旅
行スタイルの変遷と国道の整備により、人々はおはらい町を通らず伊勢参りをするように
なった。いわゆるスキップ現象により町は次々に店をたたみ、由緒ある門前町はシャッタ
ー街となった。その後、地元有志が为となり「内宮門前町再開発委員会」というボランタ
リー組織を立ち上げ、建築家の清家清との共創によりおはらい町復活のマスタープランを
                                                 
9 現代の食は大量生産、大量消費が進みすぎているため、作り手と食べる人々の間に大きな
乖離が生じてしまう問題（和田,2009）。 
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練り上げ伊勢市に投信した。 
伊勢市はマスタープランの重要性を理解し、1989 年には「まちなみ保存条例」を制定し、
翌年、おはらい町を地区指定した。おはらい町に本店を構える老舗「赤福」が本格的地域
ブランド事業に参入し、伊勢文化を伝えるテーマパーク「おかげ横丁」を開設、また地域
ブランド事業に５億円を貸与した。行政は側面支援として、電柱をメイン通りから一本後
ろ側の通りに下げ、石畳を舗装し、情緒ある江戸の風景づくりに参与した。伊勢市の管理
範疇ではない県道は県と折衝し、その認可を得た。観光客が増えれば、それに応えるだけ
のトイレをまち中に整えた。こうして1993年までにまち並み保存のための基盤を整備した。
伊勢神宮参拝者の「おかげ横丁」利用率は向上し、現在も好調に推移している。 
実際に調査された関西学院大学商学部和田充夫教授は、「この事例は地元住民や商家が起
点であり、行政はその波に乗っただけと指摘することもできるが、地域ブランドの为体は、
個人や企業、ＮＰＯなどが中心となり得るため常に一定ではない。息の長い活動にするた
めには、永続的な組織である地方自治体が政策メニューを揃え、さらには国が提示する地
域活性化の支援メニューを地域で活動する为体たちに知らせるという、支援者かつ媒介者
としての役割が求められる。」と述べている。このように地元住民の問題意識による下から
の運動が様々な場に広がり、まち全体を動かす強い結束を持った大きな運動となり、地域
ブランドの持続性を高めていくと考えられる。 
この事例を若林（2006）の定義にあてはめると、地元住民が地域独自にもつ歴史や文化
資産を再編し、行政を動かし「買いたい」「訪れたい」まちを誘発し、来訪者を増やすこと
ができた事例であるといえる。  
 
4. 石川県のケース 
元々、金沢市や輪島市等観光地ブランドとしての認知があり、観光資源は保護され地域
活性に貢献してきた。現在地域ブランドとしての地域団体商標登録10は、中島菜、金沢仏壇、
七尾仏壇、加賀みそ、牛首紬、山代温泉、片山津温泉、和倉温泉、加賀友禅、金沢箔、九
谷焼がある。石川県は、豊かな歴史や文化資産を有効に活用し、行政为導による地域ブラ
ンドの構築が行われ現在も継続されている。 
筆者は、地域ブランドが安定している事例だと判断し、実際のキー・パーソンにインタ
                                                 
10日本の商標法において、地域の名称と商品または役務の名称を普通に用いられる方法で表
示する文字のみからなる商標等である。2006年 4月 1日受付開始。 
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ビュー11を試みた。 
石川県農林水産部自然保護課 佐南谷信龍氏は次のように語った。 
ＮＨＫ大河ドラマ「利家とまつ」効果に便乗して一時的に観光客が増えたことに間違
いないが、その後も以前より下回っていない。よそ者12による便乗物販はやがて消え本
来の地域ブランドだけが残った。「地域ブランドに失敗事例は無い」と考えている。逆
にあったとしても行政は公表しない。失敗というより、「まだ成功していない」と言っ
た方が良いと考えている。その「成功」と「まだ成功していない」を分けるのは、地
域ブランドそのものを物販目的の商品とだけと考えているからではないかと思う。今
後について、観光ブランドは現状を守りつつ食の部分、特に農作物ブランドの取組み
に力を入れていく。 
実際に今期、サークルＫとのコラボレーションにより地域ブランドの「加賀野菜」の中
から「源助だいこん」をおでんメニューに加えるなど新たなスタートもきっている。 
この事例は、若林（2006）の定義によると、伊勢市とは逆に行政为導により洗い出され
た地域独自の歴史、文化、自然、産業を有効に活用し、観光を中心に発展させ「買いたい」
「訪れたい」まちを誘発させた事例である。今後、農業の活性化により更に「交流したい」
「住みたい」を誘発し、地域ブランドが継続発展していくケースであると考える。 
 
Ⅴ.先行研究・事例研究からわかったこと 
1. あるべき地域ブランド 
これまでの先行研究と事例研究から、地域ブランドの構築に際して単なる特産品づくり
だけで終わらせてはならず、ブランドの持続性の点からは、地域ブランドの構築は、地道
に時間をかけて実施すべきであることがわかった。 また、地域産業为導での単独行動では
なく、地域に関わる人全ての共通目的を構築しなければならない。そのためには必ずそれ
ぞれの戦略で中心的役割を果たし、多方面へ架け橋を渡す、「地域ブランドリーダー」（Ⅶ
にて後述）とでもいうべきキー・パーソンがその役割を果たすことが必要だと筆者は考え
た。 
 尾道地域に当てはめて考えると、和田（2009）が言うように、今後農業の活性化が軸に
なるため、まずは農業の活性化に基づいてブランドを構築させなければなるまい。また、
                                                 
11 2009 年 10 月 28 日、ヒアリングを行った。 
12 ここでは、一時的に他地域から参入し物販を中心に利益を得て立ち去っていく者。 
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観光地から滞在型へとシフトさせることにより若者が戻る、他から人が来る、それにより
地域人口増加に繋がり地域財政の立て直しの方策にもなる。 
尾道地域企業の自社としては人材造り、人材活用を実施し双方向体制をとり、働く場所
の提供やブランド事業の為の新工場設置などに発展させていかなければならない。また人
材相互派遣の実施により地域の人々のモチベーションアップを図らなければならない。 
あるべき地域ブランドは、その地域の産業、自治、農業、学校などそれぞれの思惑だけ
を達成するために利用するのではなく、それぞれが相互に理解し、連携をとって一つの共
通目標として構築していくことに違いない。 
 
2. 地域ブランド失墜の可能性 
現在の研究、調査において完全に失敗とされ継続されていない地域ブランドは、公には
存在しないが、あえて考えてみると次の 3 つのことがいえる。 
①物販先行の場合で地域コンセプトがバラバラでまとまりがなく、構成員メンバーの一
体感が上手く醸成できてない。 
②どこにでもある金太郎飴型ブランド化が行なわれている。 
③なぜその商品がその地域のブランドなのかが分からない。 
このように作り手の思い込みが激しく、購入側からすると全く魅力がないものでもブラ
ンドを付ければ売れると勘違いし、何でもブランド化してしまうことなどである。  
結局、ブランドをブランドとして認めるのは受け手、購入者であり、作り手ではないと
いうことになる。ブランドをつければ売れるといった便乗商法は、逆にブランドを壊して
いることになり、継続の可能性が低くやがて失墜していくケースとして考えられる。 
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Ⅵ.仮説と研究の枠組み 
1. 仮説 
これまでの先行研究と事例研究を通した議論より、次の三つを本研究の仮説としたい。 
 
（1）地域ブランドの構築は、地域の中小企業の生き残り策である 
地域ブランドは、まずは地域への信頼ということで地産地消13をベースに安全、安心で地
域の独自性を強調できるものを商品化することにより、他地域との差別化を行う。このよ
うな地域ブランドを構築することは、地域ならではの独自性ゆえに模倣困難で、他からの
参入障壁が高くなり、大手メーカーのＮＢや大手流通のＰＢ市場の中にニッチな市場形成
を構築していくことが可能であり、地域産業の発展につながると考えられる。 
 
（2）地域に多数のバーチャル組織を構築し、その組織間連携を促進することは、地域活性
とブランド構築の成功（あるいはブランド構築の成功と地域の活性化）に導く 
地域ブランド構築に産学官連携を用いて、それぞれが活躍できるバーチャル組織として 
の「場」をつくる事が必要である。そこで共通の指標を持ち、それぞれがその「場」で切
磋琢磨する事で地域の人的資源が活用される（金井,2009）。構築には地域に関わる全てを
巻き込んで協働させていく必要がある。 
 
（3）ブランド構築は、関わる人々のモチベーションを向上させ、地域の人的資源が活性化
する 
 地域での多様な人材の活用を実施した地域雇用対策としての地域ブランドプロジェクト
を実施することにより、地域の魅力度が向上し、地域の認知度向上と更なる地域活性の実
現ができる。地域ブランドプロジェクトの推進が創造的組織力のバーチャル組織としての
「場」を形成し、自社従業員も含め関わる人々のモチベーションが向上し、組織コミット
メントが高まる。  
 
2. 実践と調査の枠組み 
仮説の検証は次の方法で行いたい。すなわち、仮説 1，2は実践することで検証する。 
ただし、短期間の実践では検証できないので、継続することを前提に、中間報告として
                                                 
13 地域で生産されたものをその地域で消費すること（巻末資料 11 参照）。 
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本論文を位置づける。仮説 3 は調査することで検証する。ただし、ブランド構築の初期段
階での検証にすぎず、これも継続調査を実施する。まとめると表 6-1 のようになり、次章
で詳細を述べたい。 
 
表 6-1 実践と調査の整理 
仮 説 検証 提言とその後の方針 
1.地域ブランドの構築は、地域の中小企業の生き残り
策である 
実践 
(Ⅶ-1) 
継続の方向性を提言し、
実施する 
2.地域に多数のバーチャル組織を構築し、その組織間
連携を促進することは、地域活性とブランド構築の
成功（あるいはブランド構築の成功と地域の活性化）
に導く 
実践 
(Ⅶ-1) 
 
実践による進行中（現時
点）の評価と今後を提言
し、実施する 
3.ブランド構築は、関わる人々のモチベーションを向
上させ地域の人的資源が活性化する 
調査 
(Ⅶ-2) 
初期段階であるため、継
続調査を実施する 
 
 
Ⅶ.実践と調査の結果 
1. 論理と実践に基づく尾道地域ブランド構築プロセス 
 まず、本節では仮説 1、2を検証するために行った実践を記述していく。 
 
（1）地域ブランドリーダー戦略実践のための分析 
 先行研究において他の地域の成功事例の中に、アクター戦略がある。和田（2009）によ
れば、アクターとは、地域ブランドを構築・維持する担い手のことで、「Ⅳ.事例研究」で取
り上げた三重県伊賀市のケースにおける木村氏がそのアクターに相当する。アクター戦略
は、ブランド構築において一人のキー・パーソンを捉えるというものである。 
このアクター戦略におけるアクターと金井（2005）のいう「場」ごとに存在するアクタ
ーを整理するため、実際に大阪大学経済学大学院 金井一賴教授と議論14した。その結果、
本研究で推し進める地域ブランドプロジェクトは、様々な「場」が相互に作用し共通目標
                                                 
14 2009年 11月 11日、大阪大学待兼山キャンパスにおいて、約 2時間ヒアリングを行った。 
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を達成していくという理論に基づいて実践していくことから、「場」ごとに存在するリーダ
ーが「場」と「場」をつなぐ架け橋をつくっていくという金井（2005）の理論に基づき、
それぞれの「場」のリーダーを筆者が「地域ブランドリーダー」と命名し、その複数のリ
ーダーたちが尾道地域ブランドプロジェクトを実践していく戦略を「地域ブランドリーダ
ー戦略」と呼ぶことにした。 
この戦略は、人々や組織を自発的に地域ブランド事業へと参画させることを意図してい
る。それにより地域社会・経済の活性化と文化の継承という目標を達成させる。地域ブラ
ンドの構築は地域の持続的発展を求めるため、持続性が重要課題となる。そのため資源力
が乏しい地方にとっては、幅広い層によるバーチャル事業への参画が求められる。そこで
は、地域ブランドの構築という志を同じくする者たちとの協働、すなわちコミュニティを
基盤とした地域ブランドの構築が必要とされる。その際、金井（2005）が指摘するように、
地域ブランドにおけるコミュニティとしてのプラットフォームである「場」を誰がつくり
回していくかが重要であり、その「場」をつくり回す人こそが筆者の为張する地域ブラン
ドリーダーなのである。 
地域ブランドリーダーの資質は、強いリーダーシップとともに、深い洞察力と発見力も
重視される。好奇心旺盛で幅広い視野が必要であり数多くのブレーンも必要である。ただ
し、最初からこれらの資質を持っている者を探し、地域ブランドリーダーに任命するので
はなく、他の地域から来た者も含め形成された「場」の中で「場」の生育とともに地域ブ
ランドリーダーが自然に生まれ、リーダーとしての資質が醸成されていく。 
 地域ブランド構築において地域ブランドリーダーが担う役割はとても大きくなり、その
者を数多く誘因、育成できればそれにこしたことはないが簡単にはいかない。この戦略で
の重要な点は、地域ブランドリーダーを育てるのではなく、和田（2009）が言うようにコ
ミュニティを醸成していくことである。地域ブランドの構築、維持にはその性質上、様々
な地域ブランドリーダーが協働しながら、広範な地域空間からなる地域ブランドを育んで
いくことに意識を向けなければならない。その点において、地域ブランドは地域内外の生
活者、地域内外の企業、自治体、教育機関、ＮＰＯ、文化人や専門家など、マルチ・ステ
ークホルダーによって構築されていく（和田,2009、金井,2009)（図 7-1 参照）。 
  この戦略を成功させるには、様々な地域ブランドリーダーをコミュニティに呼び集め、
地域ブランドを構築していくために実践されなければならない。図 7-2、表 7-2 に戦略のフ
ローとステップを提示した。 
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秩序だった
ステークホルダーが交織する
一定の場
社会的状況の変化
戦略・ビジョンの変革
組織学習
キー・ステークホルダーの
影響力の変化
ステークホルダーの組み換え
上段で示す「秩序だったステークホルダーが交織する一定の場」は
下段左の社会的状況の変化や戦略の変革などにより下段右に示す
ｷｰ・ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ影響力の変化により新たな「場」として形成されていく。
図7-1 ステークホルダーの交織する「場」の変容
 
出典：加藤・金井（2009）71 頁 図 4（一部筆者追記） 
図7-2 地域ブランドリーダーのマーケティング戦略フロー
たまり場の
設置
コミュニケー
ション・コンセプ
の選択と実施
効果の確認と
コレクティブ・
アクション
コア・
コミュニティ
の発足
提言だけでは駄目。→首長主導でも民間主導でも駄目。
地域によって条件が違う、アクターコミュニティーをどうやってつくるか。
  
段 階
1.ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ･ｺﾝﾃﾝﾂ
の再発見・創造
2.ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ･ｺﾝﾃﾝﾂ
の駆動
3.ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ･ｺﾝﾃﾝﾂ
づくりへの参画
目 的 ブランド価値の創造 ブランド価値の認識 ブランド価値の共創
内 容
地域資産の活用の検
討と新規資産の創造。
たまり場の活用。
動的地域資産と静的
地域資産の相互作
用によるブランディン
グの実施。
事業への参画機会
の用意。地域資産
保護への理解促進
と参画支援。
表7-2 地域ブランドリーダーのマーケティングのステップ
 
出典：和田（2009）180 頁～195 頁を基に筆者作成            
  
（2）産学官連携実践のための分析 
地域ブランド構築には、コアのネットワークだけでは十分ではなく、あらゆる方面でバ
ーチャル組織である「場」の構築を実施しなければならない。その「場」の連携の一つが
産学官の連携である。 
産学官の連携について大阪大学経済学大学院 金井一賴教授は前述の筆者との議論の中
で次のように語った。 
産学官の連携は、個別目的から高い目的となって共通目的（アジェンダ）を持つよう
になり、産学官がコミットしようとすべく「わくわくする目的」が構築されることに
より、互いのベクトルが合い、組織論でバーナードの言う協働体系（複数の人間が協
力して一つの目的のために働く仕組み）が構築される。有能なリーダーとアジェンダ
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セット、良好なメンバーシップが必要となり、コアのネットワークだけでなく産学官
の弱いネットワーク（小さな場、小さなアジェンダ）から活性させ、「場」の連結活用
により信頼関係を深め強いネットワークへと発展させる。  
強いネットワークを構築していくためには、元々動きの違う分子である産学官の構造的
溝を埋めていくために、互いの人的資源の交流（地域以外の者も含む）によりミッション
を共有させ、バーチャル組織である「場」の分散と集中のバランスをとるために、それぞ
れを繋げていくブリッジが必要である。  
このブリッジを架けていき、地域ブランド構築の「場」をつくる有能なリーダーが前述
にある地域ブランドリーダーであり、これの基に産学官の連携も構築され、バーチャルな
新規事業として推進され、そこから生まれるものが地域ブランドである（下図 7-3 参照）。 
    
● ●
● ●
● ●
●
● ●
● ●
● ●
● ●
● ●
●
●
●
● ●
● ●
● ●
● ●
産 業 セ ク タ ー
行 政 セ ク タ ー
市 民 セ ク タ ー
学 セ ク タ ー
産学官連携の場
新規事業
図7-3産 学 連 携 「 場 」 の 形 成 と 展 開
出 典 ： 金 井 （2004）3頁 図1（ 一 部 筆 者 追 記 ）
地 域 ブ ラ ン ド
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（3）尾道地域ブランドプロジェクトの構築と実践 
 以上（1）（2）より地域ブランドリーダー戦略を推し進め、産学官連携を行うことでプロ
ジェクトを進めていくことにした。 
 
① 地域の現状の調査と施策の検討 
2009 年 7 月、尾道市平谷市長ら関係者とのミーティングを行い、現状の確認後、有効 
な施策を検討した。 
元々地域は文芸のまち、絵のまちと芸術先行でブランド化が進み、観光資源のみがクロ
ーズアップされている状況であった。観光客をみると 2000 年頃までは、千光寺など景観や
神社仏閣への参拝目的の中高年層や、地域出身の大林宣彦監督作品の舞台となった地への
来訪者など滞在型のリピーターが中心であった。 
しかし現在は、滞在型の来訪者が減り、「尾道ラーメン」の飲食目的など素通り中心の若
年層の増加（尾道大学調査より）が目立つ傾向にあり、観光資源による地域への貢献は年々
減尐している状況にあった。 
改めて地域の産業に目を向けると地域には、豊かな気候風土により日本を代表する農産
物、水産物が数多く存在している。しかしながら地域では、その伝統的な産業には目を向
けられず、都心への若者層の流出も増え問題となっている。また子供たちにおいては、伝
統的な地域の食文化を知る術も無く深刻化している。 
このような状況下で地域の老若男女が同じ目的を持ち、地域活性を推進していける施策 
として地域ブランド構築を実施していきたいという尾道市の方針を得て、本格的にプロジ
ェクトを立ち上げることになった。 
まず、地域の伝統産業としての「酢」と地域を代表する産物を融合させた商品をつくる。
できあがった地域ならではの産品を使用して食を通じてブランド化させていくこと。 また、
地域が提唱している「おのみちスローフード15まちづくり」の推進のための一環として、そ
こで生まれたブランド商品を使用した料理店、食材店の設置へと繋げていき、地域活性に
導いてく施策として実施していくこと。これら 2 点の合意により、下図 7-4 の実施プロセ
ス①に基づき尾道地域ブランドプロジェクトをスタートした。 
                                                 
15スローフードとは、世界的なファーストフード企業のローマ進出を機に、食の画一化や荒
廃を懸念する市民によって 1980 年代後半にイタリアで起こった運動（巻末資料 12 参照）。 
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リ
サ
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チ
目的や基本的な方向性を確認
マネジメント体制づくり
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
地域に存在する主要資源の確認、棚卸し、市場調査
ブランドの世界観を構成する要素資源を特定
地域ブランドの基本的なコンセプトを明確化
ブランド・アイデンティティを確立
ブランド価値を市場や関係者に伝達、共感を促進
マネジメントするための組織や仕組みを構築
コミュニケーションの展開
アイデンティティ設計
コンセプト抽出
資源の絞込
地域資源探索
方向性の確認
推進母体づくり 地域トップをメンバーとする検討委員会と事務局設置
図7-4 尾道ブランド構築プロセス①
       
 
 
②ブランドの選定 
 地域には全国１位の生産量（年間 300 ㌧）を誇る「蓬莱
ほうらい
柿
し
」（巻末資料 13 参照）という
品種の「いちじく」がある。但し、収穫から出荷のサイクルが短くロスも多い、青果とし
て出荷することでの利益はあるが、その反面年間に多くの廃棄も行っている。代表産物で
ありながら後継者不足も問題となり、年々廃業していく農家も増えている。筆者は、まず
ここに視点を置きこれを利用した地域ブランドの構築にとりかかった（図 7-5 参照）。 
 なお、自社においていちじくを利用した酢の製造は、一年前よりトライし試作品も幾度
か製造した上で、その出来映えについてはある程度の自信も持つことができていた。 
但し、具体的な状態での試作ではなく今回のように地域ブランドとしての製品化という
ことにおいては、もう一度仕切り直しを実施して取り組んだ。 
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図7-5 尾道ブランド構築プロセス②
地域資産の棚卸
生産量豊富な農産物
産業としての酢造り
コンセプトの抽出
尾道の食材を育む海や山、川などの自然環境
を守り、次世代に引き継ぐこと、消えつつある
郷土料理や質の高い食品を守ること。
社会文化文脈への洞察
現代の食や農業への疑問
安心、安全で美味しいもの
資産編集と体験デザイン
地元農家との協働、食体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、
次世代農家の育成、ならではの商品製作。
いちじく
「蓬莱柿」
尾道ブランド
「いちじく酢」
商品化
 
 
② 産学官の連携 
地域には市立の尾道大学があり、経済情報学部、芸術文化学部を有している。これらと
の連携を図ればこのプロジェクトの中心的な立場として成り立ち、進行の速度が増してい
くと考え、連携支援のため尾道大学で下野由貴博士（経営学）、高岡陽講師らとの面談を実
施した。合意内容は次の通りである。 
経済情報学部においては、下野先生の研究メンバーによる既存の地域調査データを基に
地域の現状の産業の状況、イベント状況、観光客動向などを把握し、今後のマーケティン
グ手法を検討し実践する。 
芸術文化学部においては、高岡先生の指導の下に実際に学生による商品イメージのアン
ケート調査、文化学科での商品コピー、ネーミングの作成、芸術学科での商品ラベルデザ
インの作成を実践する。 
尾道大学を加えて、地域での産学官の連携を実際にスタートさせ実践していく。このプ
ロジェクトでの産学官連携の内容は（図 7-6 参照）、関わる全ての双方向体制を基本にそれ
ぞれが互いに恩恵を受け合える仕組みづくりを目指す。そのためには、一時的に自社従業
員を市へ勤務させたり、学生を自社で模擬勤務させたり相互間の人材交流も実際に行って
いき共通認識を強化させていく。 
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理論を吟味しまずはここからスタート
尾道で栽培している「蓬莱柿」という品種のいちじくは、他とは
比べ物にならないくらい甘くて美味しく、かつ日本一の生産量
である。これに尾道の伝統産業である酢を融合させ、食にス
ポットを当てた「おのみちスローフードまちづくり」の一環として
尾道ならではの産物としての地域ブランドをスタートさせる。
図7-6 尾道地域ブランド産学官連携イメージ
製造と販売、地域人材雇用
安定供給、農家活性 マーケティング、販促企画
全てと連携
販売促進、人材活用の支援
尾道造酢プロジェクトイメージ
全てが双方向。
互いに恩恵を受
け合う。
相互間の
人材交流
 
 
連携でのそれぞれの思惑は以下の表 7-3 の通りである。今後それぞれの思惑を実現させて
いくために、ここから生まれてくる地域ブランドリーダーの活躍を推進していかなければ
ならない。 
 
表 7-3 尾道産学官連携でのそれぞれの思惑 
 思       惑 
 
尾 道 市 
地域の認知度、魅力度アップによる地域産業の活性化の増進。人材活用と  
雇用促進。活性化による地域住民の参画意識の向上とモチベーションアッ
プ。 人口増加による財政立て直し。 
ＪＡ尾道市 
(生産者を含む) 
年間生産計画の円滑運営。青果として販売不可品の積極活用（農家の負担
軽減）によるロス削減。販売高アップによる生産者の活性化。  
尾道大学 実践的な実習と演習の場としての活用。実績による知名度のアップ。 
参加により他と差別化できる学科の設置。  
尾道造酢 新規商品の生産による社内活性化と従業員のモチベーション向上。 
販路の拡大と業容拡大。 
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（4）考察 
 実践を振り返ると、地域の産学官を含む様々な「場」で、それぞれの思惑を実現しよう
と単独で行われていた地域活性化活動において、地域に存在していた代表産物と伝統産業
の融合というキーワードにより目的が明確になり、うまく連携を持つことができた。  
 また、連携が持てたことにより、違和感なくスムーズにスタートでき、予定より早く前
に進むことができた。 
現時点までの実践状況をまとめると表 7-4 のようになる。 
 
表 7-4 尾道地域ブランド構築スケジュール 
 
日付 実 施 内 容
2009/5月 地域資産の洗い出し→まず農業活性→何を地域ブランドとして構築するか
6月 前年自社でトライした「いちじく酢」をブランド化する方向へ
〃 ＪＡ尾道市へ本年度いちじくの出来高予測確認
7月 尾道市平谷市長へ投信→連携を快諾→農業活性化を基に市の施策として実施する→まずは、
「酢」と「いちじく」のコラボから。→尾道ならではの商品づくり
8月 ＪＡ尾道市へ連携承認と今年度の自社への出荷予測および納入方法の確認（桒原部長）
9月 自社での試作品の製造
9月 尾道大学へ連携を投信→役割の明確化→市場調査、商品ラベルデザイン作成、販促ツール
作成の実施など（下野教授、高岡講師）
10月 尾道市との連携実施→農林水産課、観光課など課をまたいで統一の施策として実施→それ
ぞれのリーダーを確認
10月 プロジェクトでのたまり場の設置（旧家屋の有効活用）→地元ボランティア活動の高齢者、
若者層への認知と協力示唆→バラバラなまち興し活動を統一化→尾道市が为導で実施（渡
辺部長）
11月 試作品完成→関係者での試飲会→商品決定
12月 商品ラベル完成
12月 地元農業祭での試験販売→地元マスコミの取材対応
2010/1月 今年度販売数量確認→販路と販促方法について関係者ミーティング
１月24日 商品販売開始
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経過の中では次のような状況を整理する事ができ、対応可能な限り改善を行った（表 7-5
参照）。 
 
表 7-5 プロジェクトがスタートして気付いたこと 
プラス面（進行増進） マイナス面（進行鈍化） 解消策
・いちじく（蓬莱柿）の出荷が全
国一だったこと（青果で300㌧）。
・いちじくの豊作が続いていたこ
と。
・尾道の酢といちじくの歴史的な
関連がうかがえたこと。
・酢造りにいちじくが適していた
こと。
・いちじくにたくさんの効能が
あったこと（巻末資料14参照）。
・酢になると鮮やかな赤系の色
になったこと。
・健康志向が未だ健在で、酢が
その代表格であったこと。
・市長と考え方が一致していた
こと。→ブランド構築と農業を含
む地場産業の活性化
・尾道に大学があり、地域活性
への役割を果たそうとする意欲
があったこと。
・合併によりJA尾道市が拡大さ
れ組織としての仕組み造りの過
度期であったこと。
・製品の色を安定させる事が困
難であった（一年目は失敗）。
・原料を思うように確保できな
かった。→JAとのコミュニケー
ション不足。
・関わる者たちの思惑のズレが
あった。
・市長の方針が下まで確実にお
りていない。
・様々なまち興し策があり統一
性がなかった。
・生産者が半信半疑であった。
・自社内での意思統一が確実に
できていなっかた。
・収穫の都度の搾汁をやめまと
めて実施し色を統一。
・本来の意図を生産者に説明、
自社から生産者に出向いていち
じくを集めた。
・表7-3参照、連携強化により改
善。
・プロジェクト進行と共に目的が
理解できた。
・ボランティアも含めプロジェクト
に参加させた。
・プロジェクト進行と共に改善さ
れた。
・地域ブランドの意義を説明、
若年層もメンバーに加えた。
 
 
現在は、全体的にはプラス面が多く支障なく展開することができている。今後できあが
りつつある様々な「場」での地域ブランドリーダーの相互関係を強化し、改廃を繰り返し
ながらプロジェクトを推進していかなければならない。 
 
2. モチベーションの調査 
本節では仮説 3 を検証するために二つの調査を行う。一つは自社従業員へのアンケート 
調査であり、もう一つは地域ブランド構築に関わる人々へのインタビュー調査である。 
 
（1）自社従業員へのアンケート調査 
①目的 
仮説 3 の検証と本論文の研究の目的にもある自社従業員のマンネリ化解消とモチベーシ
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ョンの改善策の発見にある。プロジェクトを実施する前に試みた一回目の調査での結果か
ら、地域ブランド構築という大きな目標をかかげたことによって、従業員のモチベーショ
ンがどう変化していくかを判断したい。 
 
②調査方法 
巻末添付資料のアンケート調査表を使用して、プロジェクトスタート前の 2009 年 5 月
26 日とプロジェクト実施後の 2009 年 12 月 17 日の二回のアンケート調査を自社従業員へ
実施した。 
 
③調査結果 
結果は、次の通りである。モチベーションの変化を見ることが目的であるため、問 2 を
設問項目の総平均点16で事前事後を比較した（表 7-6、7-7 参照）。 
 
従業員の属性 
男女比率（男 24％、女 76％）、平均年齢（男 48 才、女 39 才）、勤続平均（男 17 年、女 9 年） 
非正規社員比率 28％、管理職比率 17％ 
 
表 7-6  全体 
 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
事 前 3.9 3.5 3.1 3.7 3.0 3.6 3.1 3.9 3.6 3.5 3.7 2.9 3.6 2.9 3.0 3.4 2.9 3.1 
事 後 4..4 3.6 3.8 4.2 3.7 3.7 3.6 4.1 3.3 3.8 4.1 3.4 3.9 3.1 3.0 3.9 3.0 3.8 
差 異 0.5 0.1 0.7 0.5 0.7 0.1 0.5 0.2 -0.3 0.3 0.4 0.5 0.3 0.2 0 0.5 0.1 0.7 
 
表 7-7  正規社員 
 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
事 前 3.9 3.6 3.3 3.8 3.1 3.7 3.3 3.9 3.8 3.6 3.8 3.0 3.7 3.0 3.1 3.5 3.0 3.2 
事 後 4.6 3.8 4.2 4.4 3.9 3.9 3.9 4.1 3.2 3.9 4.2 3.6 4.0 3.3 3.2 4.1 3.1 4.0 
差 異 0.7 0.2 0.9 0.6 0.8 0.2 0.6 0.2 -0.6 0.3 0.4 0.6 0.3 0.3 0.1 0.6 0.1 0.8 
                                                 
16 項目ごとに合計し、回答者数で除した。 
  
27 
 
全体的に（表 7-6）モチベーションの向上が見られる。変化が大きかった設問を分析して
みると、設問 1，3，4，5，7，より、共通目標を持つ者が増え、個人为義ではなくチーム
としての協力体制があらわれだしたと判断できる。 
 設問 11，12，13，16 より、自社への思い、自社の地域での存在感を知ることにより、特
に自社で働く事への誇りのあらわれであると判断でき帰属意識の向上がみられる。 
また設問 18 より、従業員の中で自社の存在感が大きくなり、自社の状況が他人事ではな
くなりつつあることが伺え、仕事への意欲を感じられる。 
 設問 9 がマイナスとなったのは、従業員が思っていた以上に自社の地域での存在感があ
り、いくらでも交代要員が存在し、うかうかしていると自分の意志とは反対に職を失うの
ではという危機感のあらわれであると判断できる。 
 特に、正規社員（表 7-7）について上述の変化が全体よりも如実にあらわれ、モチベーシ
ョンの変化とともに、各自の目標設定と自社の方向性が浸透し始めていると言える。 
 
④考察 
短期間ではあるが、現在のところ、地域全体を巻き込んだ地域ブランドプロジェクトに、
地域産業の代表として自社が加わったことにより、自社の地域での役割及びこれからの方
向性が従業員にも明確に伝わり、従業員のモチベーションが高まったと言える。プロジェ
クト推進の初期の段階としては仮説 3 が検証されたことになろう。しかし、重要なことは、
継続性であり、一過性のものにしてはならない。今後プロジェクトを継続し、具現化し続
けていくことによって、地域ブランドの成功が関わる人々のモチベーションを向上させる
という確固たるモノになっていくに違いない。 
 
（2）地域ブランド構築に関わる人々へのインタビュー調査 
①目的 
尾道市への地域感、地域ブランド構築への関心度合い、プロジェクトへ関わる事への意
義と気持ちの変化を確認し、仮説 3 の検証に役立てる。 
 
②調査方法 
このプロジェクトに関わるメンバーを中心に 2009 年 10 月～11 月において、尾道大学関
係者 6 名、尾道市関係者 11 名、ＪＡ尾道市関係者 6 名（生産者含む）の合計 23 名に対し、
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モチベーションの変化を中心にインタビューを実施した。 
質問内容は下記のとおりである。 
 
質問内容 
ⅰ尾道市について現状どう思うか  
ⅱ現状の業務内容についての満足度 
ⅲ地域貢献と地域活性化は必要か 
ⅳ地域ブランドの構築は必要か 
ⅴ関わることにより通常業務への影響がでるか 
ⅵ関わる事によりモチベーションは向上したか  
その他今後の課題と要望についてなど 
上記数字ⅰ～ⅵは表 7-9 インタビュー結果要約の項目に準ずる。 
 
③調査結果 
 インタビュー対象者の属性は表 7-8 に、インタビュー結果は、インタビュー協力者の所見
を基に表 7-9 にまとめた。 
 
表 7-8  インタビュー者一覧 
所 属 年 齢 勤続年数 性 別 役 職 雇用形態
A 尾道大学経済情報学部 ④ ③ ① ②（教授） ①
B 尾道大学経済情報学部 ① ② ① ② 学生
C 尾道大学経済情報学部 ① ② ① ② 学生
D 尾道大学文化学部 ⑤ ② ① ②（講師） ②
E 尾道大学文化学部 ① ② ② ② 学生
F 尾道市農林水産課 ⑦ ⑧ ① ①（部長） ①
G 尾道市農林水産課 ⑥ ⑥ ① ①（課長） ①
H 尾道市観光課 ④ ⑤ ① ①（課長） ①
I 尾道市観光課 ② ③ ② ② ①
J 尾道市商工課 ④ ④ ① ①（課長） ①
K 尾道市商工課 ③ ③ ② ② ①
L ＪA尾道市 ⑥ ⑦ ① ①（課長） ①
M JA尾道市 ② ② ① ② ①
N 生産者（いちじく農家） ⑧ ③ ① ① 経営者
O 生産者（いちじく農家） ⑧ ③ ② ① 経営者
P 尾道大学文化学部 ① ② ② ② 学生
Q 尾道市秘書室（市長） ② ② ② ② ①
R 尾道市農林水産課 ③ ③ ① ② ①
S 尾道市農林水産課 ② ② ② ② ①
T 尾道市観光課 ③ ③ ① ② ①
U 尾道市観光課 ② ② ② ② ①
V ＪA尾道市 ② ② ① ② ①
W 生産者（いちじく農家） ④ ④ ① 家族従業員 継承予定者
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 注）インタビュー対象者の属性 
年齢：    ①24 歳以下 ②25～29 歳 ③30～34 歳 ④35～39 歳  
            ⑤40～44 歳 ⑥45～49 歳 ⑦50～54 歳 ⑧55 歳以上 
勤続年数：   ①1 年未満 ②1～4 年目 ③5～9 年目 ④10～14 年目  
            ⑤15～19 年目⑥20～24 年目⑦25～29 年目 ⑧30 年以上 
性別：    ①男 ②女   
役職：    ①管理職  ②非管理職 
雇用形態：     ①正規社員 ②非正規社員 
 
表 7-9  インタビュー結果要約 
ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ ⅵ 特 筆 項 目
A ② ③ ④ ③ ② ③ 地域ブランド研究を大学の特色に発展させていきたい。
B ① ② ④ ③ ② ③ 尾道にはラーメンしかないと思っていた。
C ① ② ④ ③ ② ③ 調査によると観光客は年齢が下がっているがリピーターが尐ない。
D ② ④ ④ ④ ② ④ 産学官の中で一番利害の影響を受けない大学がﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟをとるべき
E ② ④ ④ ④ ② ④ 自分たちの作品が市場にデビューすることに責任と興奮を感じる。
F ② ④ ④ ③ ① ③ 市が様々な集団をつなぐ架け橋になる必要がある。
G ② ③ ④ ③ ① ③ 市長の声は下まで届いていない、たくさんの集団をつくる必要があるのでは
H ② ③ ④ ③ ① ④ 今までの名所アピールだけでは、市の発展はない
I ② ③ ④ ③ ② ④ 仕事へのやりがいがでてきた。
J ② ③ ④ ③ ① ③ 同じ気持ち目標で取り組める事が必要。
K ② ③ ④ ③ ② ④ 雇用の拡大がみこめるのでは。
L ② ⑥ ④ ④ ① ④ 人材交流は必要だと思う。それぞれの思惑が理解できるようになる。
M ② ② ④ ④ ② ④ 農家の活性とモチベーションアップにつながる。
N ① ① ④ ③ ① ④ 農家の発展が見込める。
O ① ① ④ ③ ① ④ よそからの事業後継者があらわれるかもしれない。
Ｐ ② ③ ③ ③ ① ④ 仕事の疑似体験ができる事とその評価を実感できる。
Ｑ ② ③ ④ ④ ① ③ 市の取組み事項が活性化され推進が加速していくと思う。
Ｒ ② ③ ③ ③ ① ③ 農業の活性化につながると思う。
Ｓ ② ② ③ ③ ① ④ 尾道の農業を他に知らしめる有効な策となる。
Ｔ ② ④ ④ ④ ① ④ 新たな観光資源としての開発の援助となる。
Ｕ ② ③ ④ ④ ① ④ 新たなお土産としてアピールできる。
Ｖ ② ③ ④ ③ ① ④ 仕事に誇りを持つことができる。
Ｗ ② ③ ④ ③ ① ④ 先への希望が伺える、後継者予備軍もぞうかするのでは。
 
    注）①全くそう思わない  ②そう思わない  ③そう思う  ④非常にそう思う 
 （上述の質問内容ⅰ～ⅵに対して上記数字をインタビュー内容から筆者記入） 
 
④考察 
調査結果から、プロジェクトが走り始めた現段階では地域活性が必要であることは認知
されているが、いろんな方面からバラバラに発信されている為に詳細までわからないとい
うことが明らかになった。例えば尾道市農林水産課Ｇ氏は「市長の声は末端まで届いてい
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ない」と言っている。今後は情報を統一し、正確に地域の人々へ発信していかなければな
るまい。 
また、尾道市商工課Ｊ氏他 4 名が言うように「具体的な進行状況が随時発信されていな
い」ということからプロジェクトを本当に実行すべきなのか、また現実的に可能なのか疑
問視されていることも明らかになった。過疎化も進行しこのままではいけないという認識
は持っているが、何をすべきであるかわからないのが現状である。 
これらのことから、あらゆる方面から共通目的に向かってできること、即ち尾道ブラン
ド構築という目的達成の為にそれぞれの「場」で目的を明確にし、それぞれの思惑をそれ
ぞれが納得できるように、「場」をまとめ「場」と「場」のブリッジを架けていくリーダー
を持ち、小さな集団から大きな集団へと発展させなければならないという思いを強くした。
仮説 2 による、地域ブランド構築の為のバーチャル組織としての「場」の形成が必要であ
り、形成された「場」が成熟していくことにより、仮説 3 の人的資源の活性化と人々のモ
チベーションアップを導くことが、プロジェクトの初期段階においては検証されたと言え
よう。 
 
3. 実践と調査のまとめ 
 現段階では仮説 1、2 の実践として、尾道地域ブランドプロジェクトを、伝統産業の「酢」
と代表産物の「いちじく」を融合させることによりスタートさせることができた。しかし
端緒にすぎない。今後も引き続き、尾道独自の産学官の連携を中心に地域に様々な「場」
を提供し発展させていかなければならない。「場」の中で生まれた様々な提案、施策を「場」
で育った地域ブランドリーダーたちが、「場」と「場」の架け橋をつくり地域全体に拡げな
がら、次々と新しい地域ブランドが生まれていく仕組みづくりを推進していくことにより、
本研究の仮説 1 と 2 の検証を継続していきたい。 
 プロジェクトを継続していくことにより地域ブランド構築の「場」が増えていき、「場」
と「場」の相互間の作用が増進することにより求められる成果が実現でき、初期段階で検
証された地域ブランド構築に関わる人々のモチベーションも更に向上していき、仮説 3 が
段階ごとに検証されていくに違いない。 
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Ⅷ.まとめ 
1. 考察と要約 
本研究の論理に基づいてスタートされた尾道地域ブランドプロジェクトは、現在のとこ
ろ順調に推移しているといえる。今後この単品のブランド化に留まらず本研究の若林（2006）
の定義に基づき「買いたい」「訪れたい」「交流したい」「住みたい」を誘発するまちづくり
を推進していかなければならない。 
それには、まず以下の三つを継続実施することにより本研究の仮説がいずれ証明される
に違いない。 
 
① 農業を含む地域産業を活性化していき、人を受け入れることができる受け皿を拡大 
し、魅力的なまちづくりを推進していく。 
② 地域産業に従事する目的で他の地域からも含め人が集まり、人と地域が活性化してい
く施策としてプロジェクトを継続実施していく。 
③ 産業従事者による人の増加だけではなく魅力的になったまちに観光目的で訪れてくれ 
る人々の増加、また訪れた人々が広告塔となりそれぞれの地域に帰って伝えていくとい
うボランタリーな広告宣伝活動を実現する。 
上記に加え地域ブランドの構築という共通目標を地域が持ち、目標達成に向けて日々取
り組んでいくことが横山（2006）の論理でいうと、地域という企業から与えられたアイデ
ンティティが地域ブランドであり、地域ブランド構築という目標達成のために生まれたバ
ーチャル組織である「場」で人々の創造性が発揮され、達成意欲が増進されることにより
関わる人々のモチベーションが向上していくに違いない。 
 
2. 今後の課題と提言（2010年 1月 24日現在） 
今後において「酢」と「いちじく」から始まった尾道での地域ブランドが成長し、かつ 
新たなアイテムを生み出し拡大させていかなければならない。 
 初年度の「尾道いちじく酢」の販売目標は 5 万本である。自社の現在のトップアイテム
は、10倍の年間 50万本である。まずはこれに匹敵するアイテムに育てていかなければなら
ない。 
 実現のためには、自社の販売ルートに留まらず、地域で生まれた地域ブランド構築のた
めの「場」からも新しいルートをどんどん開拓していかなければならない。 
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 地域での新しい取組みと産学官の連携体制ということで「読売新聞社」をはじめ、販売
前からマスコミには取り上げられているが、珍しさによる一時のブームではなく、プレッ
シャーを感じながら次々と新たな題材を生み出し継続させ、本来の地域一丸となった活動
を続けていかなければならない。 
 また自社においては、プロジェクト参加を有意義に発展させていくために地域ブランド
に携わることが、自社を取り巻くステークホルダーに対し、自社の経済的側面だけではな
く、社会的、文化的側面も含め包括的に訴えることにより、ステークホルダーとの信頼感、
認知度、協力体制を高めていかなければならない。 
 地域ブランド構築という共通目的によって生まれた様々な地域での「場」で育成された
それぞれの思惑を実現していくことに本研究が役立ち、継続実施され発展していくことを
心から望む。 
 尚、産学官の連携により生まれた「尾道いちじく酢」は 2010 年 1 月 24 日商品として市
場にデビューする（巻末資料 15 参照）。今後これを見守り、日々精進し、本研究を実証し
ていこうとここに決意する。 
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ⅩⅠ.巻末資料 
1.自社概要と沿革 
概要 
名      称  尾道造酢株式会社  
所   在   地  
本社／工場   〒722-0045  広島県尾道市久保 1 丁目 5 番 2 号  
大   阪   店   〒542-0062  大阪市中央区上本町西 1 丁目 2 番 14 号  
創     業  天正 10 年 （1582 年 ）  
会  社  設  立  
大正 7 年 10 月 1 日 ( 19 18 年 ）  
昭和 33 年 2 月 22 日 （1958 年 ）大阪店  
資   本   金  1 000 万円  
事  業  内  容  食酢 、調味料の製造 ・販売  
沿革 
昭和 26 年 ( 19 51）  
立体式連続発酵法 （特許第 244905 号 ）水平式連続発酵法 （特許第
244906 号 ）を採用 。  
昭和 30 年 ( 19 55）  キユーピーマヨネーズ、ドレッシングの原料酢 として納入 。  
昭和 33 年 ( 19 58）  株式会社尾道造酢  大阪店設立 。  
昭和 34 年 ( 19 59）  京阪神地区 を中心 に業務用 として、ホテル、料亭 、寿司店 に納入 。  
昭和 37 年 ( 19 62）  7 月  9 日  取扱品目の拡大、醤油 、ソース、ポン酢等 。  
昭和 46 年 ( 19 71）  1 0 月  通気攪拌式連続発酵法採用 。東式ビネガープラントを採用 。  
平成  2 年 (1 990）  7 月  調味酢 「そのまんま酢 のもの」を発売 。  
平成  5 年 (1 993）  4 月 16 日  割 り当 て増資 を行 い資本金 300 万円 とする。  
平成  9 年 (1 997）  7 月  1 日  一般家庭用  「四 季爛漫シリーズ」販売開始  
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2.自社業務内容（2008年度実績）                         
 事業名 基本内容 構成比 今後の見込み 
1 原料供給 他メーカーへの食酢及び果汁等の供給 35％ 
 
2 業 務 用 自社ＮＢの販売、食系問屋経由及び直販 30％ 
 
3 一般家庭用 調味酢、飲料酢等、食系問屋経由及び直販 15％ 
 
4 顧客専用商品 業務店との取り組みにより専用調味料の製造直販 20％ 
 
 
3.食料消費支出額と食酢消費支出額の推移の比較  
 
今から１０年前の水準（約２，５００ﾐﾘﾘｯﾄﾙ）と比較すれば２割程度の増加を示しており、
味噌や醤油などの他の調味料がその頃から減尐傾向にあるのとは対照的な状況にあると考
えられる。特に市場での健康志向重視が継続され食酢が健康指向者に認められている 。                     
 出典：総務省統計局「家計調査年報」（二人以上の世帯）  
 
4.番頭経営 
番頭経営は形式的には所有と経営の一致、実質的には所有と経営の分離が行われている。  
下野(2009)によると、自社の番頭経営のメリットは 3 つある。第一にたとえ形式的ではあっ
ても、同族出身の社長が就任することによって、社内外の関係者からの心情的な理解が得
られやすく、組織の一体感や求心力も確保することができる。社外の取引先や社内の従業
員から、社長や番頭の後継者についての意見や指摘を受けることによって、事業展開や事
業継承への指針について考える機会を得た。第二に、買収の脅威が尐ないことや家産の分
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散化が行われないことも同族経営と同様に長期的な視野にたった経営を可能にした。第三
に同族出身者の社長が事業展開に対する意欲や能力が乏しい場合でも、企業内の事情に精
通した番頭的立場の従業員が、社長の代理として事業に携わることができる。 逆にデメリ
ットとして、非連続的な経営改革を行うことが困難である。それは、早期から社内で働い
てきた番頭は、企業組織という共同体や集団の維持を優先する傾向があるからで、このよ
うな番頭が株式も所有せず権限を有する正式なポストにも就いていなければ、大胆なリス
クの大きい改革を行うことは容易ではないし、番頭自身の暴走も考えられる。自社のよう
に経営へのコミットメントの低い社長の下では、社長がいつ事業の清算を決断するかわか
らない。逆にコミットメントの高い番頭や従業員は、企業の維持に注力する。その為には
収益を上げ続けることによって株为である社長に対して便益を提供しなければならず、事
業の清算という脅威が番頭以下従業員の脅威となり規律付けになる。このように番頭経営
は、所有と経営の分離、双方のメリットを享受することで企業存続が可能となった。  
 
5.地域人口 
 
 
世 帯 ５８，１３２世帯 
男 ７１，１３８人 
女 ７９，０８７人 
人口合計 １５０，２２５人 
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6.地域産業 15 歳以上就業者数（平成 17（2005）年国勢調査） 
旧尾道市 旧御調町 旧向島町
総 数 ４２，１８４人 ３，７５６人 ７，５５３人
第１次産業
１，７５４人
（４．２％）
５４６人
（１４．５％）
８５０人
（１１．３％）
第２次産業
１３，４７３人
（３１．９％）
１，１１４人
（２９．７％）
２，４４９人
（３２．４％）
第３次産業
２６，６０５人
（６３．１％）
２，０４９人
（５４．６％）
４，２０１人
（５５．６％）
分類不能の産
業
３５２人
（０．８％）
４７人
（１．２％）
５３人
（０．７％）
旧因島市 旧瀬戸田町
１２，４２４人 ４，８５２人
１，１７９人
（９．５％）
１，２５８人
（２５．９％）
４，７５９人
（３８．３％）
１，４７９人
（３０．５％）
６，４６６人
（５２．０％）
２，０９６人
（４３．２％）
２０人
（０．２％）
１９人
（０．４％）
 
7.世界の小売密集率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：Private Label 11-12,2005 AC Nielsen International Report（一部追記） 
小売り業者 密集率
PBシェア
世界の平均PBシェア（17%）
小売業者 平均密集率（60 %）
・成長可能性大
正の相関
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8.自社のファイブフォース 
新規参入業者 極めて尐ない。
供給業者
生産者、関係会
社
買い手
食品卸、小売
バイヤー
代替品
競争業者
買い手の交渉力
差別化商品の為弱い
売り手の交渉力
・価格競争が尐な
く一方的で強い。
・過去の実績重視。
新規参入の脅威
規模の経済が小さく参入障壁が高い。
代替製品・サービスの脅威
一時的な代替は考えられるが
商品特徴が大きく持続しにくい。
既存の競争相手
との敵対関係
独自性で優位。
今後は？
 
今後供給業者との連携により、安定供給の推進と差別化商品構築の実施により弱みを改
善していく。それが地域との連動による地域ブランドの構築である。 
 
9.宮崎県のケース 
2007 年新知事就任後、パーソナルイメージにより本来のコンセプトワークからはずれ宮
崎マンゴー、宮崎地鶏等物販が先行、地域ブランドというより個人の力により全国に発信
した。地元の協働というより個人の力による一種のお祭り的要素があり継続という意味で
は今後に不安が残る。従来のコンセプトである「ひむか神話街道」ということで地道に活
動を継続する。歴史に興味を持つ中高年の来訪者の増加とターゲットとしては若者も今後
狙いたい。若いカップルがデートで訪れるような神秘的な路。街道沿いに願いが叶うよう
な神話をモチーフにしたお守りの販売や郷土料理を現代風にアレンジした食事ができる店
造りを実施し、宮崎の神話、歴史資産を活用した観光ブランドの活性化を実現したい。  
（宮崎県県民政策部、関西学院大学和田教授インタビューより） 
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宮崎県構築プロセス
地域資産の棚卸
歴史的資産への注目
道路の開通
コンセプトの抽出
「日本のふるさと」、「ひむか神話街道」
社会文化文脈への洞察
哲学者・文化人類学者からのヒン
ト生活者の旅行スタイルの変化
資産編集と体験デザイン
神話、古墳、伝統芸能の編集作業
（地域住民との共同作業）
出典：和田（2009）、および和田教授インタビューより作成
元々の開発ステップ（現在も継続中）
豊かな神話が点
在する「そうか、
宮崎は日本のふ
るさとなんだ」神
話資産を持つ宮
崎を強調し、神話
を結ぶ街道という
ことで命名された。
 
 
10.三重県伊賀市のケース 
農業をやりたい若者
都会の親子
伊賀市
交 流
地元農家
他の地域の農業家
出典：和田（2009）、および和田教授インタビューより作成
伊賀市地域ブランドコンセプト
  
伊賀市構築プロセス
地域資産の棚卸
養豚と米のまち
地元の有機農業
コンセプトの抽出
「つくる」から「食べる」 までを捉えた
「顔の見える農業」、「21世紀型農業」
社会文化文脈への洞察
現代の食や農業への疑問
資産編集と体験デザイン
ファームの開発、地元農家との協働
食体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、次世代農家の育成
出典：和田（2009）、および和田教授インタビューより作成
「もくもく手作りファームの開園」
 
  
41 
 
11.地産地消の枠組み 
 
出典：農林水産省 http://www.jsapa.or.jp/chisan/ 
 
12.「おのみちスローフードまちづくり」 
意味は、料理そのものだけではなく、自然から私たちの口に運ばれるまでの過程にも思
いをめぐらせ、食が繋いでいる様々な関係性や地域の様子を見つめ直し、次世代へ引き継
いでいくものである。 
尾道の食材を育む海や山、川などの自然環境を守り、次世代に引き継ぐこと、消えつつ
ある郷土料理や質の高い食品を守ること、質の高い食材を提供する生産者を守っていくこ
と、子どもたちを含めた消費者全体の食の教育を進めていくことを目標としている。 
 
13. 「蓬莱
ほうらい
柿
し
」とは 
370 年ほど前｛寛永年間（1624～1644）｝に中国から伝わったといわれる品種で、日本に
定着して長いため「在来種」や「日本いちじく」とも呼ばれている。为に関西以西で栽培
されていて、適度な甘みとほのかな酸味があり上品な味わいである。ただ、お尻の部分が
割れやすく日持ちが悪いため関東方面ではあまり出回っていない。果実は丸みがあり、平
均サイズは 60～100g程度と小ぶり。出回るのは 8月下旬頃からになる。 
蓬莱柿は、中国から日本に伝えられた品種で、中国の蓬莱から来た柿に似て甘い果物と
言われたのが所以だといわれている。甘味が強く、酸味とのバランスも絶妙なフルーツで
ある。 
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尾道の酢とほぼ同じ時期に西回りの北前舟に乗り、全国に流通を始めた尾道の酢と蓬莱
柿、300年の時を越えて地域で根付き地域を代表するものに育った「酢造り」と「いちじく
栽培」ここ尾道の気候風土に育まれたもの同士が、今一つの新しい形を作り出そうとして
いる。 
14.いちじくの効能 
为な効能は、高血圧予防、動脈硬化予防、脳梗塞予防、心筋梗塞予防、便秘改善がある
といわれている（ＪＡ尾道市調べ）が学術的証明は無い。 
 有効成分は、白い乳汁にはたん白質分解酵素（消化酵素）が含まれており、消化作用を
促進させるので胃弱の改善や二日酔いを改善させる効果がある。 
 ペクチン（食物繊維）が豊富に含まれ、腸の働きを活発にして腸の働きを活発にするた
め,便秘解消に効果がある。肉料理や油っこいものを食べた後のデザートにすると消化を助
けてくれる作用もある。 
食品カロリー栄養素成分表/栄養価  
無花果
い ち じ く
（１００g中）  
熱量(カロリー) ５４kcal 
タンパク質 ０．６g ビタミン D ０μ g 
脂質 ０．１g ビタミン E ０．４mg 
炭水化物 １４．３g ビタミン K ０μ g 
β カロテン １８μ g 亜鉛 ０．２mg 
ビタミン B1 ０．０３mg カルシウム ２６mg 
ビタミン B2 ０．０３mg 鉄 ０．３mg 
ナイアシン ０．２mg 銅 ０．０６mg 
パントテン酸 ０．２３mg マグネシウム １４mg 
ビタミン B12 ０μ g 食物繊維 １．９g 
ビタミン C ２mg コレステロール ０mg 
出典：http://www.rupot.com/calorie/fruit/figs.htm 
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15.「尾道いちじく酢」 
     
 
「読売新聞取材風景」            「尾道いちじく酢ラベル」 
 
添付資料：自社従業員アンケート調査票 
 
